
PPP による広島市の学校給食センター（五日市地区）の取組について（短報） 

- 106 - 

 

PPPによる広島市の学校給食センター（五日市地区）の 

取組について（短報） 
 

清原 邦洋 

熊本市都市政策研究所 研究員 

 

キーワード：PPP、PFI、学校給食センター、広島市 

 

1 はじめに 

本報は、筆者がPPP/PFIの調査・研究を行うにあたり、「広

島モデル」といわれる、広島市の民設民営（PPP）による学

校給食センターの先進事例（取組）を調査したので、その

取組概要を紹介し、特徴について考察したものである。 

 なお、平成 11年 7月に PFI法が制定され、平成 11年度

から平成29年度までに全国で666件のPFIの実施方針が公

表されているが、そのうち61件が給食センターの整備に関

するものである１。 

 

2 概要・経緯 

 2.1 概要 

 広島市では、老朽化が進んだ一部の給食センターの建

替・運営の整備方針について、「公設公営」、「公設民営」、「PFI

（BTO 方式）」、「民設民営（PPP）」の手法を検討した結果、

様々な効果が期待できる「民設民営（PPP）」で整備を行う

こととした。公募型プロポーザル方式２で募集を行った結果、

広島アグリフードサービス㈱が受注し、工場全体が HACCP

認定３を受けた学校給食センターとして、平成 29年 4月か

ら「民設民営による学校給食」が開始された。この事業は

学校給食事業のみならず、付帯事業（学校給食以外の事業）

として健康管理に配慮した食を高齢者施設・医療機関等に

提供するなど、食の提供において学校給食とヘルスケア事

業をトータルパッケージで展開していく仕組みとなってい

る。また、県下の営農者と連携を図ることで地産地消の推

進や農業の活性化、生産・加工・販売を一体的に取り組む

農業の 6 次産業化に寄与するなど、多くの関係機関と連携

することで様々な効果が期待されている。 

2.2 事業の経緯 

 この事業を受託した、広島市にある広島アグリフードサ

ービス㈱は平成27年9月に設立されている。広島アグリフ

ードサービス㈱は明治34年創業の広島駅弁当㈱が母体であ

るが、広島市の学校給食事業を受託するにあたり、リスク

ヘッジ４として分社化された会社である。 

弁当、惣菜等の製造・販売事業を行っていた広島駅弁当

㈱は、平成17年に広島県安芸高田市と広島北部農業協同組

合の 3 者で、ライスビジネスのトータルソリューションを

柱とした安芸高田アグリフーズ㈱（第三セクター）を設立

した。精米・炊飯・野菜加工・惣菜製造を業とする安芸高

田アグリフーズ㈱は、農林水産省の「農業の経営構造対策

事業」を通して誕生した。平成16年3月に中国経済産業省

が公表した「PPP(公共サービスの民間開放)による地域活性

化推進モデル構築調査」報告書に基づき、工場の HACCP 認

定やセントラルキッチンシステム５の導入など、「食産業の

高度化対応」に着目、さらに電磁調理設備を工場に導入し、

高度な調理技術を解析し調理作業を平準、安定化すること

で、安芸高田アグリフーズ㈱はセントラルキッチンとして

機能し、平成23年からは安芸高田市学校給食業務事業も受

託している。 

 広島駅弁当㈱は、「食産業の高度化対応」や「安芸高田市

においての学校給食業務事業」など、様々なノウハウを蓄

積するとともに、当時から PPP による事業構想を検討して

いた。そのような折、広島市からの民設民営（PPP）による

学校給食センターの建替・運営の事業公募があった。広島

駅弁当㈱は、10 年以上検討していた事業構想と合致したこ

とから事業応募に至り、広島アグリフードサービス㈱が設

立されることとなった。なお、表 1 に広島アグリフードサ

ービス㈱の設立及び関連事業の経緯等を時系列に示した。 
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表1 広島アグリフードサービス㈱の設立及び関連事業時系列表記 

 

（出所）広島アグリフードサービス㈱からの提供資料及びヒアリング調査より筆者作成 

 

3 ビジネスモデルとして注目 

 広島アグリフードサービス㈱は、民設民営（PPP）での給

食センター（セントラルキッチン）を活用し、主たる事業

としては広島市五日市地区の小中学校 18 校に平成 29 年 4

月（履行期間は平成 29年 4月～平成 44年 3月まで）から

給食製造・供給を行っており、広島市はそれに係る施設・

設備の整備、維持管理等の固定費と給食の供給量に応じた

変動費をサービス対価として事業者に支払うこととなって

いる。 

加えて、給食センターでは付帯事業として、高齢者施設

等を利用している高齢者への食事の製造・供給を行うヘル

スケア事業（モデル事業）に取り組むなど、民設民営（PPP）

による独自の発想と取組を展開している。さらに、学校給

食で使用する米・野菜などは、県下18営農者と直接契約す

ることで、営農者の安定した収入の確保や地元農産物の作

付けの確保につながり、地域農業の活性化に寄与するとと

もに、地産地消比率を高め、農業の 6 次産業化の推進にも

効果が期待されている。なお、図 1 に主たる事業と付帯事

業のスキーム（事業イメージ）を示した。 

 
図1 主たる事業と付帯事業のスキーム（事業イメージ） 

（出所）平成 27 年度官民連携事業のための中国/四国ブロ

ックプラットフォーム『「官民連携（PPP/PFI）事業の推進

セミナー」（2016年2月4日）PPP/PFI事業への参画の取組

と事例について』を一部加工して転載 

 

 

03～92～8171616成平

※1：中国地域の官・民のＰＰＰ・ＰＦＩの意識調査を中心に構成した報告および「高齢化による地域課題」や「産業空洞化に対応した内需拡大」などを分析した結果、

　　  当時話題となっていた「食の安全性」などを考慮し、これからの事業として「地域統合型クックチル（新調理）・セントラル・キッチン・システム」を中国地域

　  　の地域活性化の目玉として報告した事業提言。

※2：上記について、先進事例の紹介やモデル地域を選定しPPP（PFI）の有効性を調査したもので、一次産業、二次産業、三次産業を横串でくくる物流・ＩＴ技術など

　 　 を組み合わせながら、「地域の課題は地域で解決を図る」地域再生の基軸になるようなプランの抽出を目的とした報告。
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本事業は学校給食センターを設立する際に、行政からの

「企業立地促進補助制度」による補助や、「地域資源を活用

した農林漁業者等による新事業の創出及び地域の農林水産

物の利用促進に関する法律（6 次産業化・地産地消法）」の

総合化事業計画によるファンドからの出資など、様々な公

的支援があった。また、広島市ではこの取組を地産地消推

進のモデル事業として、「広島広域都市圏発展ビジョン」に

位置付けており６、公益性の高い事業スキームとなっている。

なお、図 2 にファンドを活用した事業費のイメージを示し

た。 

 
図2 ファンドを活用した事業費のイメージ 

（出所）広島アグリフード㈱からの提供資料及びヒアリン

グ調査より筆者作成 

 

4 4つの推進事項に着目 

広島アグリフードサービス㈱では、民設民営（PPP）によ

る給食センターの整備・運営等を行うにあたり、大きく 4

つの事項を推進することで地域社会の抱える課題を解決し、

地域社会に少しでも貢献することを約束事として事業に取

り組んでいる。 

 一つ目は、安全・安心、美味しい学校給食を提供するこ

とはもちろん、広島アグリフードサービス㈱の関連企業の

広島アグリファーム㈱での農業体験、さらに父母を対象と

した料理教室等の食育を通じて次世代を担う子供達の健全

育成に寄与すること。 

 二つ目は、付帯事業として展開するフードサービスビジ

ネスとして超高齢者社会を迎えるにあたって、高齢者に安

全安心で健康管理に配慮した食を提供し、さらに IOT を活

用したヘルスケア事業として、産学連携を通じ健康寿命の

延伸、末病の改善に寄与すること。平成30年度には総務省

の「IOTサービス創出支援事業」の委託事業先として採択さ

れ、産学官連携で「高齢者の栄養改善・虚弱予防支援モデ

ル事業」に取り組んでおり、主に高齢者施設を利用してい

る高齢者を対象に、IOTを活用し栄養状態等を把握し、配食

サービスにつなげるなど、高齢者一人ひとりに最適な支援

を実施するためのモデル事業を展開している。なお、図 3

に高齢者の栄養改善・虚弱支援モデル事業のイメージを示

した。 

 

図3 高齢者の栄養改善・虚弱予防支援モデル事業のイメージ 

（出所）総務省報道資料「IoTサービス創出支援事業 

（平成30年度予算）に係る委託先候補の決定 別紙2」 

 

三つ目は、関連会社の農業法人広島アグリファーム㈱を

通じて広島県下18営農者との連携を図り、地産地消の推進

と農村の再生、農業の活性化に寄与すること。 

 四つ目は、PPP事業として政府の進める新成長戦略の一環

である持続可能な社会資本整備に寄与すること。さらに公

設公営、公設民営の運営方式よりも民設民営（PPP）でこの

事業を行うことにより、広島市財政により多くの VFM７を創

出し、同時により多くの雇用の創出により地域経済の活性

化に寄与すること。 

 以上の約束事を実現していくことで、この事業に関連す

る様々な機関や地域社会にプラスの効果が働くことが期待

されている。 

 

5 まとめ 

 PFIによる給食センターの整備は、全国的にも事例が多い

施設（平成30年3月31日時点で61件）となっている。ま

た、学校給食センターを活用し、高齢者等に食の提供を行

っている事例も少ないながら存在する。そのような中、広

島アグリフードサービス㈱の取組が先進事例といえるのは、

①学校給食と高齢者・医療機関等への食の提供（ヘルスケ

ア事業）をトータルパッケージで展開することに加えて、

総合化事業計画の
認定を受けた

6次産業化事業体
（広島アグリフード

サービス㈱）サブファンド
（ひろしま農林漁業
成長支援ファンド）

民間金融機関

出融資

農林漁業者
パートナー企業
（広島駅弁当㈱、広島
アグリファーム 等）

出資（50％）
行政（市・県）

補助金

出資（50％）

・高齢者における状態把握の欠如 ・高齢者における状態把握の実施

・高齢者の低栄養状態の改善 ・低栄養状態への改善
 ならびに予防対策の欠如  ならびに予防対策の実施

・高齢者フレイル状態の改善
 ならびに予防対策の欠如 ・フレイル状態への改善

 ならびに予防対策の実施

健康寿命延伸の重要な要素である、高齢者
の低栄養状態やフレイル状態を効果的に把
握する手段がない。

平成28年国民健康・栄養調査では、高齢者
（65歳以上）の低栄養傾向の割合は17.8％。

フレイル状態の高齢者は約11.5％で、65～
69歳の5.6％に対し、80歳以上では34.9％
と加齢に伴い割合が高くなる。

情報連携
プラットホーム

介護事業者

広島駅弁当

利用者
食事提供、高齢者状態把握

介護記録
・利用者情報

IoTセンサー情報
・嚥下、舌圧筋力、食事記録など

配食栄養管理

実証成果（KPI）地域課題解決に資するIoTサービス地域課題（問題点）

IoT機器を活用し、参加の地域高齢者300名全
員（100％）の低栄養状態やフレイル状態を
効果的に把握。

高齢者が摂取した食事を記録し、残した原因
を特定することによる低栄養状態の可視化を
行い、適切な介入を実施し、低栄養状態の割
合を２０％削減する。

たんぱく質の摂取状態を測定し、フレイル予
防に効果的な介入を実施し、フレイル状態の
割合を15％削減する。

利用者情報をもとに、広
島大学病院と連携しキッ
ト食の開発
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②生産・加工・販売を一体的に取り組む農業の6次産業化、

地産地消での食材の活用に寄与し、③さらには子どもたち

の食育等まで社会的役割を持たせていることで、地域社会

が抱える課題を解決し、地域社会に貢献していく点にある

と考察した。 

 本事例において、広島市では老朽化した給食センターの

整備を行うにあたり、様々な効果が期待できる「民設民営

（PPP）」による手法を選択することとなったが、本報で紹

介した「民設民営（PPP）による給食センターの取組」につ

いては、他自治体が同じ仕様で委託公募を行ったとしても、

同様の効果が得られるかはわからない。本事例は、広島地

域で食の事業を長年営んできた広島駅弁当㈱において、中

国経済産業省の「PPP（公共サービス民間開放）による地域

活性化推進モデル構築調査」等を通して、以前から「食産

業の高度化対応」や「PPPによる事業構想（公共マーケット

への参入構想）」を検討していたこと。加えて、安芸高田市

での第三セクターによる事業経験があったこと。などが事

業推進への大きな要因になったと考える。本報で紹介した

ような PPP/PFI 事業を展開するにあたっては、行政はもち

ろんのこと、民間事業者もPPP/PFIの知識を十分に習得し、

行政と民間事業者の双方が人材育成に努めていく必要があ

る。また、PPPプラットフォームやサウンディング調査、民

間提案などを活用し、行政と民間事業者が対話できる機会

を増やすことで、事業の情報共有を図り、信頼関係を構築

した上で、事業課題や事業ビジョン、地域課題等を共有し、

課題等の解決を図っていくことが重要であると考える。 

 最後に、本事例は「民設民営（PPP）による給食センター

の整備・運営」の事例を紹介したが、人口減少・少子高齢

社会において、今後、児童・生徒数の減少が予想される中、

給食センターにおいても余剰設備等が発生するリスクが十

分に考えられる。高齢化が進展する社会において、その余

剰設備を高齢者等への配食サービスに転用するなど、付帯

事業を実施することは、PPP事業として民間事業者の柔軟な

発想やノウハウが活用された取組であると考える。本事例

では、学校給食センターを「学校給食のみ」に活用するの

ではなく、「学校給食・高齢者等への配食」といった複数（主

たる事業と付帯事業）の分野を組み合わせた事業が展開さ

れている。また、「高齢者等への配食」以外にも、「企業へ

の配食」や「災害時の配食」など、様々な分野への活用・

展開、さらには営農者との連携を図ることで、農業の 6 次

産業化等の取組など、教育政策と福祉政策、さらに農業政

策などの政策間連携が展開されることで様々な効果が期待

される。本調査研究を通して、学校給食事業のみならず、

PPPを実施するにあたっては、1つの分野や事業に捉われる

ことなく、複数の分野を組み合わせた事業をトータル的に

展開する発想・視点を持つことが必要であると感じた。各

分野の方と連携を図りながら、行政・民間事業者・地域が

対等な立場で意見交換を行い、様々な発想・視点を持つこ

とで、地域課題の解決に貢献できるような公民連携（PPP）

を進めることが必要であると考える。 
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（4）農林水産省食料産業局「農林漁業成長産業化ファンドの概要」
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（5）中国経済産業局「PPP（公共サービスの民間開放）による地域

活性化推進モデル構築調査」報告書（平成16年3月） 

 
１ 内閣府「PPP/PFI推進アクションプラン前半期レビュー」（2019

年2月）p.21 PFI事業の実施状況/分野別代表企業業種① 
２ 公募により提案書を募集し、あらかじめ示された評価基準に従っ

て最優秀提案書を特定した後、その提案者の提出者との間で契約を

締結する方式。 
３ HACCPは、食品等事業者自らが食中毒菌汚染や遺物混入等の危害

要因（ハザード）を把握した上で、原材料の入荷から製品の出荷に

至る全工程の中で、それらの危害要因を除去又は低減させるために

特に重要な工程を管理し、製品の安全性を確保しようとする衛生管

理の手法。 
４ 将来起こりうるリスクの程度を予測し、リスクを回避する又は備

えること。 
５ 学校や病院、介護施設などで提供している大量多品種の調理を1

か所で行う集中調理施設。 
６ 広島広域都市圏発展ビジョン（2018年度改訂版）p.50 

http://www.city.hiroshima.lg.jp/www/kouiki/contents/1553740

295179/files/hattenvision2018.pdf（令和元年6月6日閲覧） 
７ VFM（Value For Money：ヴァリュー・フォー・マネー）：一般に、

「支払に対して最も価値の高いサービスを提供する」という考え方。

従来方式での当該公共事業の事業期間全体を通じた公的財政負担

額の現在価値と、PFI事業として実施する場合の事業期間を通じた

公的財政負担の見込額の現在価値を比較することにより算出される。 
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